
福祉有償運送団体への支援へ 倉敷市

9月定機の倉敷市議会において矢野周子倉敷市会議員一般質問に、伊藤市長は市内で活動中の

福祉有償運送者の 16団体に対して、法人市民税均等課税相当分の助成制度を検討していくとの回答があり

平成23年 2月には、具体案が表現されることとなりました。

乗 り合いタクシーヘ車両購入費の補助 倉敷市

倉敷市内の3地区において活動中のMЮ 等の、乗り合いタクシーの運行団体に対し車両購入費の補助

を行うことが、11月の倉敷市議会において、伊藤市長による表明されました。

四国地区移動支援ネ ッ トワーク交流会の開催

9月 25日徳島県三好市において、四国地区の福祉有償運送者の交流会が、

NPO地 域教育福社会(香,:I県)、NPOさ わやか高知 (高知県)、NPO日 常生活支援

ネットワーク (大阪府)、NЮ 移動ネットおかやま (岡山県)の発起人会により

四国地区において初めて開催され、参爆者 18名 により、限界集落や過疎地域の

個別移送について、活発な議論や交流が行われました。基調講演で、関西 STSの

結久保浩次氏は、四国地区のネットワーク交流により移動支援の必要性を話され

ました、平成 23年度の開催が高知県に決まり散会しました。

中国プロック移動サー ビスネ ッ トワーク交流会 (第 2回 )島根県の霧催

11月 20日島根県出雲市のMЮ たすけあい平置にて、第 2回 中国地区交流会が開

催され、22団体 51名参加の交流会となり、第 1回の岡山会場より倍増の参加者

になりました。「移動サービスの現状とこれから」のテーマで、全国移動サービ

スネットワークの伊藤みどり氏の基調講演があり、全国の最新の移動サービスの

現状が報告され質疑応答での活発な意見交換もありました。また、山口県から

1団体の初参加があり、中国5県が出揃うことになり、平成 23年度は鳥取県の開

催が決定しました。

運転者講習会の開催

第 16回運転者講習会 7月 3日 ～4日瀬戸内市保健福祉センター 30名

第 17回運転者講習会 10月 9日 ～10日吉備中央町 農業振興センター 48名

第 18 EEIl運転者講習会 12月 11日～12日同山市瀬戸公民館 23名

の初任者講習やセダン講習の受講者が参加されました。開催地、瀬戸内市、書樵中央町、同山市

の各自治体の後援や市制だより等による受講者募集への協力により、地域のボランティア運転者の担い手

の確保の目的が達成されつつ又、新たに福祉有償運送の活動Eil体の立上げや、移動サービスの活動

を地域に普及させる目的の受講者も参加され、多様な市民活動のきっかけ作りにも貢献できていることが

運転講習会を開催することにより判明されました。平成 23年 ～24年 には団塊世代の大量の人が年金

受給の対象になり、地域の市民活動やボランティア活動の担い手の予備軍が誕生する時期となります

移動サービスの運転ボランティアの普及が拡大する絶好のチヤンスと捉え、運転者講習会の講習内容等の

充実を計り受講者数の増大を期待したいと思います。

(運転者講習修了者数:1036人 平成 22年 12月現在)



中 ・困国移動支援セミナー実行委員会

平成 23年 2月 27日 の中 ・四国移動支援

セミナーの開催に先駆けて、実行委員会が

開催されました。7月 17日 NPO喫 茶去に

て、8月 28日 、10月 2日 ゆめトピア長船、

にて開催されプログラムの企画や編集作業

を重ねてきました。また福祉有償運送者の

活動状況や運転者の活動に対する思い、利

用者の移動サービスの利用の感想の実情を

ビデオ撮影により報告する企画について|ま、

現地の撮影やインタビューを実行委員によ

り各地でおこなってきました。

― ビス団体や四国 4県 の移動サービス団体

か らの参加 もあ り、支援の輪が広がってい

ます。

移動tll約者への移動サー ビスには、道路運

送法の法tll度の壁が立ちはだか り、本来の

自由な市民活動で地域でいきいきと生活す

る為の市民活動の一環の移動サー ビスが阻

害 されない為にも、県、市町村の自治体、

住民の 「移動を考える」きつかけが本セ ミ

ナーでできることを願いたいと思います。

(記事 横由)

10.00～岡山県の現状報告

11.00～講演 「地域の支え合い活動 とは何

か」有償運送を切 り口に考える(高知女子大

学教授小坂田稔氏)12.50～ パネルディスカ

ッション 14.20～講演 「交通基本法tll定の

最新情報」(国土交通省総合政策局交通計画

課長由回勝弘氏)14.50～ 対談 「交通基本法

tll定の意義 と展望」(国土交通省総合政策局

交通計画課長山口勝弘氏、九州大学大学院

准教授嶋田暁文氏、NPO法 人全国移動サー

ビスネ ットワーク理事長中根裕氏)

支援や後援の輸

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉振興

助成金事業により、中国、囲国地域の移動

サー ビス関係者が集い、地域交通の担い手

の一員 としての自家用 自動車有償運送の現

状 と課題を明らかにし、「誰でもが自由に移

動できる社会の実現」 とい う地域課題への

JL戦のあ り方を追求することを目的趣 旨と

して岡山県、県内 27市 町村、岡山県社会福

祉協議会、NPO法 人全国移動サービスネ ッ

トワークの後援をいただきま した。また、

中国地区ネッ トワークの中国 5県 の移動サ

特定非営利活動法人 移動ネ ット岡山

事務局 岡山県新見市哲西町矢田3608番地

Tel:  0867--94-2143

Fax:  0867--94-2100

E―HLail idounet一kirameki,jp

IP http/www.idounet‐okayama.kol■


